
 

国土強靱化 民間の取組事例 313   顧客の生活を支える 

顧客を守る！ ▶顧客の生活を支える 14商品やサービスに防災機能を付加する 

313 中小企業向けBCP策定支援事業を実施 

取組主体【掲載年】 法人番号 事業者の種類【業種】 実施地域 

東京商工会議所 
【平成 28年】 

4010005003976 その他防災関連事業者 
【サービス業（他に分類されないもの）】 

東京都 

1 取組の概要 

  東京商工会議所では東商版BCP策定ガイドを用いてBCPの基本と

策定プロセスを座学と演習で学ぶ  BCP短期集中策定支援講座」を

開催している。講座は平成 20年から開催しており、平成27年 11

月までに、計18期、延べ 600 名が参加した。 

 さらに、より小規模な事業者に向けて、BCP 策定の重要性を経営

者  経営幹部に直接啓発する基礎セミナーを開催するなど、中小企

業全体の策定率向上を目指しており、平成25年 3月に、中小企業

を主な対象に 東商版 BCP 策定ガイド」を発行し、以降ホームペ

ージにおいて無料公開している。 

 同所では、平成 26年５月に東京都と  東京の防災力向上のための

連携協力に関する協定」を締結し、行政に対してBCP策定のインセンティブの創設等も要望し

ている。 

 

2 取組の特徴（特色、はじめたきっかけ、狙い、工夫した点、苦労した点） 

 ノウハウがないことでBCP策定に遅れ 

 同所が平成 27年 7月に  会員企業の防災対策に関するアンケート調査」を行った結果、 BCP

を策定済」の企業の割合は、従業員規模  300 人以上」では58.6％だが、 10～29人」ではわ

ずか9.3％にとどまるなど、従業員規模が小さくなるほどBCP策定率は低下する傾向にある。

また、BCP を策定していない理由としては 策定に必要なノウハウ スキルがないから」が

58.4％で最多となった。 

▲策定ガイド 

▲BCP策定状況（青：BCP策定済） ▲BCPを策定していない理由 
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 このような傾向を踏まえ、同所ではBCP策定率の向上にむけて、特に中小  小規模事業者を対

象としたBCP策定への支援事業を本部  支部において展開している。BCP策定支援講座は、い

ずれも毎回満員となるなど、ニーズが高い人気講座となっている。 

3 取組の平時における利活用の状況 

  BCP を策定することにより各会員企業の信用力が向上することを PR している。また、東京商

工会議所が実施する  BCP策定支援講座」、 経営者のためのBCP策定基礎セミナー」、 首都圏

危機管理セミナー」、 D-PACプロジェクト 災害に立ち向かう企業づくり （体験型演習）」等の

BCP 関連事業を通じて企業の防災対応力が強化されるなど、会員企業の経営支援に貢献してい

る。 

 BCP策定支援事業の受講者の声や、BCP策定率等の現状調査結果を、東京商工会議所が策定す

る国や都等に対する意見書（防災、首都圏の国際競争力強化）に反映している。 

4 取組の国土強靱化の推進への効果 

  各種 BCP 策定支援事業を展開してきた結果、会員企業の防災対策に関するアンケート調査で

は、BCPの策定率は平成26年調査の 19.1％から、平成 27年には 26.5％に上昇した。 

 

5 防災・減災以外の効果 

  同所が行っている条例説明会により東京都帰宅困難者対策条例の努力義務までを含めた認知度

が向上していることから、関連する条例等を含めた周知促進効果が見られる。 

6 現状の課題・今後の展開など  

  今後、同所では、より小規模な企業  事業者の BCP策定率を上昇させるため、 経営者のための

BCP策定基礎セミナー」等の取組を推進する予定である。 

7 周囲の声 

  BCP の策定に向けて、何から始めるべきか全く分からなかったので、講座を通じて全体を把握

することができた。（受講者アンケート結果） 

 

▲満員の BCP策定支援講座 ▲ワークショップで意見交換する参加者 


